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研究成果の概要（和文）：自動車産業ならびに情報家電産業を主たる研究対象として、企業関係

者への聞き取り調査を行うとともに、製品開発や組織能力に関わる文献も収集しサーベイを進

めて、理論的枠組みの構築も行った。それにより、製品アーキテクチャの選択過程に対して、

開発関連部署間での連携・調整のあり方が影響を与えていることが明らかとなった。デジタル

化の進展により困難性の急増している製品の開発活動を効率的に行うための、組織マネジメン

トのひとつのあり方が示唆された。 

 
研 究 成 果 の 概 要 （ 英 文 ）： In order to understand the factors influencing the 
intra-organizational selection process of product architecture, we investigate the 
organizational design, pattern of inter-divisional communication and collaboration, and 
power balance among divisions. We interviewed several engineers in the product 
development department, especially focused on the automobile industry and digital home 
appliances industry. Our research suggests that a benchmark of management of product 
development process in the digitalized products. 
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１．研究開始当初の背景 

近年、情報家電や携帯機器、自動車、産業
機器などをはじめとした多くの製品分野に
おいて、多機能化の進展や統合的な機能の提
供により製品の複雑化が進んでいる。製品で
提供される機能や製品機能を実現する手段
（機構部品、電子部品、組込みソフトウェア）
が多様化しているため、製品にどのような機
能を織り込むのかということや、機能間での

調整・統合をいかにして行うか、さらに、そ
れらの機能をどのような手段で実現するの
かに関する設計構想、すなわち、製品アーキ
テクチャの決定に際して考慮すべき要因が
増大し、それを行うことが重要かつ困難にな
っている。特に、組込みソフトウェアの大規
模化や複雑化により、その傾向は顕著であり、
多くの企業における喫緊の課題となってい
る。例えば、機械製品の代表であった自動車
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においても、今やマイクロコンピュータとソ
フトウェアからなる電子制御ユニット（ECU）
が多数搭載されて、多数の機能が実現されて
いる。しかし、既存の研究では、ハードウェ
アとソフトウェアの両方が関係する製品ア
ーキテクチャを開発する際に組織が直面す
る問題については十分に研究されていない。
さらに、既存の議論では、従来とは異なる製
品アーキテクチャを組織が選択した結果と
して製品アーキテクチャの変化が観察され
るという観点に立っていないため、組織が製
品アーキテクチャを変化させていく行為そ
のものについては考察されてこなかった。そ
のため、既存の議論では、従来とは異なる機
能を多様な手段を用いてまとまりよく一つ
の製品で提供するために製品アーキテクチ
ャを変えようとしている企業が、一体どのよ
うに行動すればよいのかということについ
て参考となる示唆を与えることが難しい。そ
れに対して、本研究では、企業内で製品アー
キテクチャが創出および選択される過程に
注目し、製品アーキテクチャを変えようとす
る際に生じる組織的な問題について、現場へ
の詳細な聞き取り調査による事例分析と、質
問票による大規模サンプル調査を通じて明
らかにしていく。製品アーキテクチャの一連
の変化を「製品アーキテクチャの組織内選択
プロセス」として捉えた上で、そのプロセス
に影響を与える要因として、製品アーキテク
チャを開発しているエンジニアやチームの
志向性の違いに注目し、それを克服していく
ための組織のあり方を明らかにする。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、これまで十分に研究され
てこなかった、製品アーキテクチャの組織内
選択プロセスとそれに影響を与える要因を、
詳細な聞き取り調査および、質問票調査を通
じて明らかにすることである。対象産業は、
情報家電や自動車など多岐にわたる。想定さ
れる要因として、当該企業の戦略や組織デザ
イン、組織内パワー関係、組織文化、保有し
ている知識が挙げられる。産業内・産業間・
地域間での比較分析を行うことにより、製品
アーキテクチャの開発組織に関するベンチ
マークを示すことができる。本研究により、
製品アーキテクチャを開発している企業に
対して、実務的にも学術的にも意義のある知
見を提供できると期待される。 

 製品アーキテクチャの組織内選択プロセ
スに影響を与える要因について、次の基本的
な仮説に基づいて、詳細な聞き取り調査と質
問票調査を行う。基本的な仮説は、「実現さ
れる製品アーキテクチャは、そのアーキテク
チャを開発する主体がどのような志向性を
保有しているかによって影響を受ける」とい
うものである。 

この製品アーキテクチャの組織内選択プ
ロセスは、戦略や製品コンセプト、開発主体
がどのような機能（または製品）を開発して
きたのかということ、当該部門・開発チーム
の社内でのパワー関係、保有している技術知
識（メカ、エレキ、ソフト）によって影響を
受ける。つまり、当該組織によって選択され
る製品アーキテクチャは、戦略や製品コンセ
プトや開発組織のルーチン、組織デザイン、
組織文化によって決まる。また、組織外の選
択圧力としては、競合他社の行動や顧客の行
動、利用可能な技術(CPU などのハードウェア
技術やソフトウェア技術)が影響を与える。
さらに、組織能力が進化することにより、選
択されるアーキテクチャも変化するという、
ダイナミックな関係が想定される。 

本研究では、特に、製品アーキテクチャの
変遷と当該企業の組織能力などについて、経
時的に分析することで、製品アーキテクチャ
の組織内選択プロセスに対して実際に作用
している要因を明らかにしていく。さらに、
そのような事例研究を通じて作業仮説を導
出し、質問票を設計して、大規模サンプルに
もとづく統計的分析を行う。 

調査対象産業は、自動車、車載用情報機器、
自動車部品、情報家電（携帯電話機、デジタ
ルスチルカメラ、薄型テレビ、）、事務機器（複
写機・複合機、プリンタなど）、産業用機械
設備、産業用機器を中心とする。対象地域は、
日本を中心としながらも、中国、米国、欧州
を含む。 

これらから、製品アーキテクチャを変える
という取り組みを行っている企業にとって
参考となる知見を提供できると期待される。
最終的には、製品アーキテクチャの構築能力
について、複数企業間および、複数産業間に
わたるベンチマークを示すことができると
期待される。 

 

３．研究の方法 

企業関係者、とりわけ、製品開発部門長や
個々のプロジェクト・マネジャーに対して、
詳細な聞き取り調査を行う。それにより、製
品アーキテクチャの変化と開発組織の詳細
な状況について把握するとともに、学術的・
実務的に意味のある作業仮説を導出する。さ
らに、これらの聞き取り調査により導出され
た作業仮説を有効に検証可能となる質問票
を作成して、日本企業、中国企業、欧米企業
に対して調査を行う。このように、聞き取り
調査による仮説導出と、大規模サンプルにも
とづく統計的分析による仮説検証によって、
製品アーキテクチャと組織能力の共進化過
程という、これまでほとんど実証的に分析さ
れてこなかった現象を、包括的に明らかにで
きると期待している。調査対象産業は、自動
車、情報家電など多岐にわたり、対象地域は、



 

 

日本を中心としながらも、中国、米国、欧州
を含む。 
 
４．研究成果 
自動車産業ならびに情報家電産業を主た

る対象として、企業関係者への詳細な聞き取
り調査を行うとともに、聞き取り調査内容の
整理および分析を進めた。同時に、製品開発
や組織能力に関わる文献も収集しサーベイ
を進めて、理論的枠組みの構築も行った。そ
れにより、製品アーキテクチャの変化と開発
組織の詳細な状況について把握するととも
に、学術的・実務的に意味のある作業仮説を
導出し、一部の実証分析を進めることができ
た。特に、複合機や情報家電、自動車におい
てデジタル化が進んだことにより生じる、開
発組織内での部門間のコンフリクトやパワ
ー関係について焦点を当てた。 
これらの分析を通じて、開発組織において

は、メカ部品開発部署とエレクトロニクス
（半導体部品）開発部署とソフトウェア開発
部署との間、および、事業部間の両方におけ
るコンフリクトとコミュニケーションのあ
り方が、製品アーキテクチャの選択に重要な
影響を及ぼしていることが明らかとなった。
それにより、これまで十分に明らかにされて
こなかった、製品開発組織のあり方が、製品
アーキテクチャの選択に与える影響につい
て実証的に示された。製品アーキテクチャの
組織内選択プロセスまで入り込んで実証的
に分析できた。これらの成果は、組込みソフ
トの増大により困難性の急増している製品
アーキテクチャの開発活動を効率的に行う
ための、組織マネジメントのひとつのあり方
を示唆するものである。具体的には、製品ア
ーキテクチャの開発過程において、部門間あ
るいはエンジニア間で生じているコンフリ
クトや、それを解決するための組織的な取り
組みとして、トップダウンの強力なリーダー
シップの発揮や、部門間（製品間）の横串を
通す組織の設置、および、組織内での部門間
のパワー関係の変革・調整が必要であること
が示された。 
このように、企業関係者に対する聞き取り

調査にもとづく事例研究および関連文献の
サーベイを合わせて行ったことにより、製品
アーキテクチャと組織能力の共進化過程と
いう、これまでほとんど実証的に分析されて
こなかった現象を、包括的に分析することの
できる分析枠組みの一部を構築できたと考
えられる。 
その成果の一部は論文として公表されて

おり、今後も継続して調査・研究を続けるこ
とで、さらなる成果を得られると期待される。
また、聞き取り調査で収集したデータについ
ても更なる分析を進めることで、より詳細な
研究成果を得られると期待される。さらに、

今後も研究を継続して調査企業のサンプル
を増やすことで、本研究で得られた結果や分
析枠組みの一般化も進めていきたい。 
なお、本研究では、聞き取り調査・事例研

究と並行して、質問票を作成し企業からの回
答も回収しデータを収集したが、聞き取り調
査・事例研究の遂行・分析に当初の想定以上
に時間を要したため、質問票調査結果の整
理・分析については現在進行中である。その
ため、本報告書では、聞き取り調査・事例研
究の成果が先行的に示されている。質問票調
査の分析・成果についても、近々に明らかに
される予定である。これと関連して、本研究
では、海外企業との比較結果も十分に示され
ていないため、今後の研究では、海外企業の
データをさらに集めつつ、地域ごとに偏在す
る組織能力と選択される製品アーキテクチ
ャとの関係が明らかにすることにより、日本
企業が、全世界的に今後も競争優位を獲得・
維持していくために必要となる経営行動に
ついても明らかにしていきたいと考えてい
る。 
さらに、本研究の遂行中に組織能力に関す

る実証研究を進めていく過程で、特定の自動
車企業を対象として、生産職場への濃密な現
場調査を実施する機会を得て、およそ 2 年間
にわたる綿密な生産職場の分析も実施した。
そのなかでも 5 か月間は、2 週間に 2 回ほど
のペースで生産ラインサイドで 8時間ほどの
現場観察を行った。自動車のデジタル化や市
場状況の急激な変化（世界金融危機に起因す
るもの）といった大きな環境変動に対して、
自動車の生産職場では、どのような適応行動
がとられているのかということについて、主
として、現場のグループリーダーの実際の行
動に着目して分析を進めた。それにより、日
本の自動車生産現場の競争力を支える組織
能力の一つの源泉について明らかになった。
生産職場の進化のプロセスについて、その一
端を実証的に明らかにすることができた。そ
の成果の一部は学会や学術雑誌において公
表されており、今後も継続して調査・研究を
続けることで、さらなる成果を得られると期
待される。これについても、今後も研究を継
続していきたい。 
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